
第１３０号議案 

 

八王子市公文書の管理に関する条例設定について 

 

 八王子市公文書の管理に関する条例を次のとおり設定するものとする。 

 

  令和元年１１月２９日 

 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志   

 

 

   八王子市公文書の管理に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、市の諸活動や歴史的事実の記録である公文書が、市民共有

の知的資源として、市民が主体的に利用し得るものであることに鑑み、公文書

の管理に関する基本的事項を定めることにより、公文書の適正な管理、歴史的

に価値ある公文書の適切な保存及び利用等を図り、もって市政が適正かつ効率

的に運営されるようにするとともに、市の諸活動を現在及び将来の市民に説明

する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、

農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

 ⑵ 公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であっ

て、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有

しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

  ア 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを



目的として発行されるもの 

  イ 歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理が

されているもの 

 ⑶ 歴史的に価値ある公文書 将来にわたり保存する必要がある公文書のうち、

第７条第１項、第２項及び第５項の規定により保存されているものをいう。 

 （他の法令等との関係） 

第３条 公文書の管理については、法律若しくはこれに基づく命令又は他の条例

に特別の定めがある場合を除くほか、この条例の定めるところによる。 

 （公文書の作成） 

第４条 実施機関の職員は、当該実施機関における経緯も含めた意思決定に至る

過程並びに当該実施機関の事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証す

ることができるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、次に掲

げる事項その他の事項について、公文書（歴史的に価値ある公文書を除く。第

５条から第７条まで、第１７条及び第１８条において同じ。）を作成しなけれ

ばならない。 

 ⑴ 条例、規則及び訓令の制定又は改廃及びその経緯 

 ⑵ 複数の行政機関による申合せ及びその経緯 

 ⑶ 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯 

 ⑷ 職員の人事に関する事項 

 （公文書の整理） 

第５条 実施機関の職員が公文書を作成し、又は取得したときは、実施機関は当

該公文書をその性質、内容等に応じて分類し、件名を付するとともに、当該公

文書の効力、重要度、利用度、資料価値等を考慮して保存期間を設定しなけれ

ばならない。 

２ 実施機関は、前項に規定する公文書の分類に関する基準を定めなければなら

ない。 

３ 実施機関は、必要があると認めるときは、第１項の規定により設定した保存

期間を延長することができる。 

４ 実施機関は、公文書について、将来にわたり保存する必要がある公文書を選

別するための基準（以下「選別基準」という。）を定めなければならない。 



５ 市長は、第１項の規定により保存期間を設定する際は、保存期間が満了した

ときの措置として、選別基準に該当するものにあっては引き続き保存する措置

を、それ以外のものにあっては廃棄する措置をとるべきことを定めなければな

らない。 

６ 市長以外の実施機関は、第１項の規定により保存期間を設定する際は、保存

期間が満了したときの措置として、選別基準に該当するものにあっては市長へ

移管する措置を、それ以外のものにあっては廃棄する措置をとるべきことを定

めなければならない。 

 （公文書の保存） 

第６条 実施機関は、公文書について、当該公文書の保存期間が満了する日まで

の間、その内容、時の経過、利用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保

するために必要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容易にするた

めの措置を講じた上で保存しなければならない。 

 （公文書の移管又は廃棄） 

第７条 市長は、保存期間が満了した公文書について、第５条第５項の規定によ

る定めに基づき、保存し、又は廃棄しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、第５条第５項の規定により廃棄の措置を

とるべきと定めた公文書であっても、当該公文書が選別基準に該当すると認め

るときは、これを保存しなければならない。 

３ 市長以外の実施機関は、保存期間の満了した公文書について、第５条第６項

の規定による定めに基づき、市長に移管し、又は廃棄しなければならない。 

４ 市長以外の実施機関は、前項の規定にかかわらず、第５条第６項の規定によ

り廃棄の措置をとるべきと定めた公文書であっても、当該公文書が選別基準に

該当すると認めるときは、これを市長に移管しなければならない。 

５ 市長は、前２項の規定により移管された公文書を保存しなければならない。 

（歴史的に価値ある公文書の保存） 

第８条 市長は、歴史的に価値ある公文書について、第１１条の規定により廃棄

されるに至る場合を除き、永久に保存しなければならない。 

２ 市長は、歴史的に価値ある公文書について、その内容、保存状態、時の経過、

利用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所におい



て、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で保存し

なければならない。 

３ 市長は、第１０条第１項の規定により利用させることができる歴史的に価値

ある公文書の検索に必要な事項及び当該歴史的に価値ある公文書に係る利用制

限情報（同項各号に掲げる情報をいう。以下同じ。）を記載した目録（以下

「目録」という。）を作成し、一般の利用に供するものとする。 

（歴史的に価値ある公文書の利用申出） 

第９条 何人も、市長に対して、目録に記載されている歴史的に価値ある公文書

の利用の申出（以下「利用申出」という。）をすることができる。 

２ 前項の規定により利用申出をしようとするものは、次に掲げる事項を記載し

た申出書（以下「利用申出書」という。）を市長に提出しなければならない。

ただし、歴史的に価値ある公文書が公表を目的として作成し、又は取得したも

のその他明らかに利用させることができるものであって、市長が利用申出書の

提出を要しないと認めるときは、市規則で定める方法によることができる。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所又は事務所若しくは事業所の所在地並びに法人その

他の団体にあっては代表者の氏名 

 ⑵ 利用申出に係る歴史的に価値ある公文書の目録に記載された名称 

 ⑶ 前２号に定めるもののほか、市規則で定める事項 

３ 目録に記載されていない歴史的に価値ある公文書又は歴史的に価値ある公文

書のうち利用制限情報が記録されている部分を利用しようとするものは、市長

に対して、八王子市情報公開条例（平成１２年八王子市条例第６７号。以下

「情報公開条例」という。）第６条の規定により、公文書の公開を請求しなけ

ればならない。 

 （歴史的に価値ある公文書の利用申出の取扱い） 

第１０条 市長は、利用申出があった場合には、次に掲げる情報が記録されてい

る部分を除き、歴史的に価値ある公文書を利用させることができる。 

 ⑴ 情報公開条例第８条第１号に掲げる情報 

 ⑵ 情報公開条例第８条第２号に掲げる情報 

 ⑶ 情報公開条例第８条第３号、第４号、第６号ア及びエ並びに第７号に掲げ

る情報 



２ 前項の規定にかかわらず、市長は、歴史的に価値ある公文書の原本を利用に

供することにより当該原本の破損若しくはその汚損を生ずるおそれがある場合

又は当該原本が現に使用されている場合は、これを利用させないものとする。 

 （歴史的に価値ある公文書の廃棄） 

第１１条 市長は、歴史的に価値ある公文書について将来にわたり保存する必要

がなくなったと認める場合には、当該歴史的に価値ある公文書を廃棄すること

ができる。 

 （歴史的に価値ある公文書の利用の方法） 

第１２条 歴史的に価値ある公文書の利用は、文書、図画又は写真については閲

覧又は写しの交付により、フィルムについては視聴又は写しの交付（マイクロ

フィルムに限る。）により、電磁的記録についてはその種別、情報化の進展状

況等を勘案して市規則で定める方法により行う。 

２ 前項の閲覧又は視聴の方法による歴史的に価値ある公文書の利用にあっては、

市長は、当該歴史的に価値ある公文書の保存に支障を生ずるおそれがあると認

めるときその他合理的な理由があるときは、当該歴史的に価値ある公文書の写

しによりこれを利用させることができる。 

 （費用負担） 

第１３条 歴史的に価値ある公文書の閲覧又は視聴に係る手数料は、無料とする。 

２ 写しの交付の方法により歴史的に価値ある公文書を利用するものは、当該写

しの交付に要する費用を負担しなければならない。 

 （実施機関による利用の特例） 

第１４条 市長以外の実施機関が市長に移管した歴史的に価値ある公文書につい

て、当該実施機関がその所掌事務又は業務を遂行するために必要であるとして

利用申出をした場合には、第１０条第１項各号の規定は、適用しない。 

 （出資等法人の文書の管理） 

第１５条 市が出資その他財政支出等を行う法人であって、実施機関が定めるも

の（以下「出資等法人」という。）は、この条例の趣旨にのっとり保有する文

書の適正な管理に関して必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 実施機関は、出資等法人に対し、前項に定める必要な措置を講ずるよう指導

に努めるものとする。 



 （指定管理者の文書の管理） 

第１６条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

により市が設置する公の施設の管理を行う法人その他の団体（以下「指定管理

者」という。）は、この条例の趣旨にのっとり当該公の施設の管理に関する文

書の適正な管理に関して必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 実施機関は、指定管理者に対し、前項に定める必要な措置を講ずるよう指導

に努めるものとする。 

 （市長の助言） 

第１７条 市長は、この条例の目的を達成する範囲内において必要があると認め

る場合には、公文書の管理について、市長以外の実施機関に対し、報告を求め、

又は助言することができる。 

 （管理等の状況の公表） 

第１８条 市長は、毎年度、実施機関の公文書の管理の状況を公表しなければな

らない。 

２ 市長は、前項の規定による公表に合わせ、歴史的に価値ある公文書の保存及

び利用の状況を公表しなければならない。 

 （委任） 

第１９条 この条例の施行について必要な事項は、市規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の際、現に実施機関が定めている保存期間は、この条例

の規定による保存期間とみなす。 

２ この条例の施行の際、現に実施機関が保有している公文書（保存期間満了前

のものを除く。）で、選別基準に該当するものは、歴史的に価値ある公文書と

みなす。 


